
交付対象経費
（千円）

1 単
物価高騰対応重点支援
給付金支給事業

－ 264,759 264,759

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々
の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R５,R６の累計給付金額
R５年度分の住民税非課税世帯　81100世帯×70千円　　のうちR６計画
分、（国庫返還相当額等　30660千円含む)
事務費138269千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委託
料　使用料及び賃借料　人件費　として支出]（国庫返還相当額等
134847千円含む）
④R５年度分の住民税非課税世帯　（81100世帯）

R6.2 R6.5

2 単
低所得者支援補足給付
金支給事業

－ 5,942,440 5,942,440

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々
の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R５,R６の累計給付金額
令和５年度均等割のみ課税世帯　10263世帯×100千円、令和６年度非
課税化世帯　7414世帯×100千円、令和６年度均等割のみ課税化世帯
3574世帯×100千円、子ども加算　14218人×50千円、定額減税を補足
する給付の対象者　191649人　(4521850千円）　　のうちR６計画分
事務費　484590千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委託
料　使用料及び賃借料　人件費　として支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（21251世帯）、定額減税を補足する
給付の対象者数（191649人）

R6.2 R6.11

3 単
低所得者支援補足給付
金支給事業（給付支援
サービス分）

－ 8,800 8,800

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うため、迅速かつ効率的
な給付が可能となるような、給付支援サービスを導入する。
②デジタル庁が構築する給付支援サービスの導入・初期費用
③給付支援サービスの導入・初期費用　8800千円
④給付対象者、地方公共団体

R6.6 R6.11

4 単
物価高騰対応重点支援・
低所得者支援補足給付
金事業

－ 1,700,000 1,700,000

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々
の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R６の累計給付金額
令和６年度住民税均等割非課税世帯　48000世帯×30千円、子ども加
算　6500人×20千円　　のうちR６計画分
事務費　130000千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委託
料　使用料及び賃借料　人件費　として支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（48000世帯）

R7.2
R7.4
以降

5 単
物価高騰対応重点支援・
低所得者支援補足給付
金事業

－ 13,266 13,266

①物価高が続く中で低所得世帯等への支援を行うため、迅速かつ効率
的な給付が可能となるような、給付支援サービスを導入する。
②デジタル庁が構築する給付支援サービスの導入・初期費用及び利用
料
③給付支援サービスの導入・初期費用及び利用料　13266千円
④給付対象者、地方公共団体

R7.2
R7.4
以降

6 単 愛のふれあい会食事業
⑦中小企業等に対す
るエネルギー価格高
騰対策支援

6,749 6,749

①物価高騰の影響を受ける中小企業である配食事業者に対し、食材調
達に係る経費について増額し、利用者のサービス水準の維持を図る。
②配食費用に係る経費（食材費）
③年間見込97,811食×@69円/食
④配食事業者

R6.4 R7.3

7 単 心をつなぐ訪問給食事業
⑦中小企業等に対す
るエネルギー価格高
騰対策支援

27,978 27,978

①物価高騰の影響を受ける中小企業である配食事業者に対し、食材調
達や配食に係る経費について増額し、利用者のサービス水準の維持を
図る。
②配食費用に係る経費（食材費）
③年間見込399,677食×@70円/食
④配食事業者

R6.4 R7.3

令和６年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画

総事業費
（千円）

事業
始期

事業
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推奨事業メニューＮｏ

補
助
・
単
独

交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）
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8 単
介護サービス事業所等物
価高騰対策支援事業

⑤医療・介護・保育施
設、学校施設、公衆浴
場等に対する物価高
騰対策支援

2,044 2,044

①国が定める公的価格等により運営を行っている介護サービス事業所
等について、物価高騰の影響による負担を軽減し、安定的なサービス提
供の継続を図るため、ＬＰガス使用に係る経費及び食材費の価格高騰
分の一部について支援するもの。
②給付金及び給付金支給に係る経費
③（給付金）食材費：1,683千円（1事業所あたり　17千円）
　　　　　　　 ＬＰガス ：156千円（1事業所あたり　4千円）
　　　　　　　 流用額：△6千円
　（需用費）　封筒印刷費　　　　 10千円
　（役務費）　郵送代　　　　　　　 40千円
　（委託料）　振込事務委託　　 161千円
④介護サービス事業所等（介護報酬の改定時期が６月となった通所系
サービス）

R6.6 R6.10

9 単 ゆうあい訪問給食事業
⑦中小企業等に対す
るエネルギー価格高
騰対策支援

4,983 4,983

①中小企業である配食事業者に対して、物価高騰による負担を軽減し、
利用者のサービス水準の維持を図るため、食材調達や配送に係る経費
の価格高騰分の一部について支援するもの。
②配食費用に係る経費（食材費及び燃料費）
③4,983千円
食材費相当469円（69円上乗せ）
配送費ほか421円（1円上乗せ）
70円（上乗せ）×71,175食（12か月分見込食数）
④配食事業者

R6.4 R7.3

10 単
保育所等給食費支援事
業

②エネルギー・食料品
価格等の物価高騰に
伴う子育て世帯支援

256,365 141,750

①物価高騰に直面する子育て世帯の経済的負担の軽減を図るととも
に、栄養バランスや量を保った給食の実施を確保するために、保育所等
の給食費を支援する。
②園児の給食費（対象は園児のみであり、教職員分は補助対象外）
③補助金141,750千円（その他財源：県補助金（保育所等給食支援事業
費補助金114,615千円））
補助額（月額）は給食費の基準単価×物価上昇率（15％）×園児数
・県が2分の1を補助する施設分
　　7,500円×15％×14,580人÷2×12月＝98,415,000円…Ⅰ
　　4,500円×15％×4,000人÷2×12月＝16,200,000円…Ⅱ
・県の補助がない施設分
　　7,500円×15％×2,010人×12月＝27,135,000円…Ⅲ
・ⅠⅡⅢ合計141,750,000円
④保護者
（保育所等に対し給食費を支援することで、保護者の負担軽減を図る。）

R6.4 R7.3

11 単
保育所等物価高騰対策
支援事業

⑤医療・介護・保育施
設、学校施設、公衆浴
場等に対する物価高
騰対策支援

110 110

①保育所等の光熱費（ＬＰガスのみ）の価格高騰分の一部を補助するこ
とで、事業所の負担軽減を図る。
②光熱費（ＬＰガスのみ）の物価高騰分
③補助金110千円
定員区分に応じて（Ⅰ：1～50人　Ⅱ：51～150人　Ⅲ：151～）
【認可】　Ⅱ：1,000円 52施設　Ⅲ：2,000円 11施設
【認可外】Ⅰ：1,000円 32施設　Ⅱ：2,000円 2施設
④私立保育所、幼保連携型認定こども園、幼稚園型認定こども園、幼稚
園（施設型給付）、認可外保育施設（居宅訪問型を除く）

R6.4 R6.5

12 単
母子生活支援施設等物
価高騰対策支援事業

⑤医療・介護・保育施
設、学校施設、公衆浴
場等に対する物価高
騰対策支援

1,451 1,451

①物価高騰の影響を受ける母子生活支援施設等の負担軽減をは図る
ため、食材費の価格高騰分の一部について支援する。
②食材費の価格高騰分の一部
③・母子生活支援施設4施設合計　1,451,000円(a～d合計)
 A施設：18世帯(定員)×36,000円(基本単価)×6/10世帯(按分率)＝
388,000円・・・a
 B施設：20世帯(定員)×36,000円(基本単価)×7/17世帯(按分率)＝
296,000円・・・b
 C施設：20世帯(定員)×36,000円(基本単価)×8/13世帯(按分率)＝
443,000円・・・c
 D施設：20世帯(定員)×36,000円(基本単価)×6/15世帯(按分率)＝
288,000円・・・d
・助産施設　1施設（鹿児島中央助産院）　合計　36,000円
　9世帯(定員)×36,000円（基本単価）×1/9(按分率)＝36,000円
④母子生活支援施設、助産施設

R6.4 R7.3

13 単
中小企業デジタル広告支
援事業

⑦中小企業等に対す
るエネルギー価格高
騰対策支援

10,028 10,028

①物価高騰による原価率の上昇や賃金上昇による利益率の減少などに
より、営業利益が減少している中小企業者のデジタル広告を活用した宣
伝等に対し助成を行う。
②③10,028千円
　・報償費 28千円　（7,000円×2h×2回）
　・補助金 10,000千円（50件、上限20万円）
④市内中小企業者

R6.4 R7.3
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14 単
飼料自給率向上対策事
業

⑥農林水産業におけ
る物価高騰対策支援

5,100 5,100

①原油価格の高騰等の影響により価格が高騰している輸入粗飼料から
脱却し、国産粗飼料を確保するための支援などを実施し、飼料自給率
向上を促進することで、畜産経営の維持・生産基盤の強化を図る。
②ア．国産粗飼料の共同購入経費助成
   イ．国産粗飼料梱包資材の共同購入経費助成
③補助金5,100千円
　ア．2,400千円（600円／ロール1個（定額）×4,000個）
　イ．2,700千円（15,000円／資材1本×540本×補助率１／３以内）
④家畜を飼養する農業者の団体

R6.4 R7.3

15 単
学校運営費（小学校費）
（電気料金高騰分）

⑨推奨事業メニュー
例よりも更に効果があ
ると判断する地方単
独事業

106,028 106,028

①物価高騰等による影響で学校施設の電気料金が増加し大きな負担と
なっていることから増加分について本交付金を活用することで、従前の
サービスを維持していく。
②電気（学校施設分）
③市立小学校78校の電気代高騰額見込を計上
　R6見込額-R4予算
(R6見込額（235,499千円）-R4当初予算額（129,471千円）＝106,028千円
④学校施設

R6.4 R7.3

16 単
学校運営費（小学校費）
（ガス料金高騰分）

⑨推奨事業メニュー
例よりも更に効果があ
ると判断する地方単
独事業

104,563 104,563

①物価高騰等による影響で学校施設のガス料金が増加し大きな負担と
なっていることから増加分について本交付金を活用することで、従前の
サービスを維持していく。
②ガス料金（学校施設分）
③市立小学校78校のガス代高騰額見込を計上
　R6見込額-R4予算
(R6見込額（153,642千円）-R4当初予算額（49,079千円）＝104,563千円
④学校施設

R6.4 R7.3

17 単
学校運営費（中学校費）
（電気料金高騰分）

⑨推奨事業メニュー
例よりも更に効果があ
ると判断する地方単
独事業

51,807 51,807

①物価高騰等による影響で学校施設の電気料金が増加し大きな負担と
なっていることから増加分について本交付金を活用することで、従前の
サービスを維持していく。
②電気（学校施設分）
③市立中学校38校の電気代高騰額見込を計上
　R6見込額-R4予算
(R6見込額（116,504千円）-R4当初予算額（64,697千円）＝51,807千円
④学校施設

R6.4 R7.3

18 単
学校運営費（中学校費）
（ガス料金高騰分）

⑨推奨事業メニュー
例よりも更に効果があ
ると判断する地方単
独事業

47,745 47,745

①物価高騰等による影響で学校施設のガス料金が増加し大きな負担と
なっていることから増加分について本交付金を活用することで、従前の
サービスを維持していく。
②ガス料金（学校施設分）
③市立中学校38校のガス代高騰額見込を計上
　R6見込額-R4予算
(R6見込額（69,318千円）-R4当初予算額（21,573千円）＝47,745千円
④学校施設

R6.4 R7.3

19 単
学校運営費（高等学校
費）（電気料金高騰分）

⑨推奨事業メニュー
例よりも更に効果があ
ると判断する地方単
独事業

8,203 8,203

①物価高騰等による影響で学校施設の電気料金が増加し大きな負担と
なっていることから増加分について本交付金を活用することで、従前の
サービスを維持していく。
②電気（学校施設分）
③市立高等学校３校の電気代高騰額見込を計上
　R6見込額-R4予算
(R6見込額（31,418千円）-R4当初予算額（23,215千円）＝8,203千円
④学校施設

R6.4 R7.3

20 単
学校運営費（高等学校
費）（ガス料金高騰分）

⑨推奨事業メニュー
例よりも更に効果があ
ると判断する地方単
独事業

6,271 6,271

①物価高騰等による影響で学校施設のガス料金が増加し大きな負担と
なっていることから増加分について本交付金を活用することで、従前の
サービスを維持していく。
②ガス料金（学校施設分）のガス代高騰額見込を計上
　R6見込額-R4予算
(R6見込額（16,273千円）-R4当初予算額（10,002千円）＝6,271千円
③市立高等学校３校
④学校施設

R6.4 R7.3

21 単
近代文学館管理運営事
業

⑨推奨事業メニュー
例よりも更に効果があ
ると判断する地方単
独事業

597 236

①かごしま近代文学館における光熱費について、燃料費高騰の影響に
伴う増額に対応するもの。
②光熱費増加分
③R6見込額-補助対象外経費-R4当初予算
(R6見込額（6,518千円）-補助対象外経費（一般財源：361千円）-R4年当
初予算（5,921千円）＝236千円
④かごしま近代文学館

R6.4 R7.3
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22 単 メルヘン館管理運営事業

⑨推奨事業メニュー
例よりも更に効果があ
ると判断する地方単
独事業

596 596

①かごしまメルヘン館における光熱費について、燃料費高騰の影響に
伴う増額に対応するもの。
②光熱費増加分
③R6見込額-補助対象外経費-R4当初予算
(R6見込額（6,517千円）-補助対象外経費（0円）-R4年当初予算（5,921
千円）＝596千円
④かごしまメルヘン館

R6.4 R7.3

23 単
市民文化ホール管理運
営等

⑨推奨事業メニュー
例よりも更に効果があ
ると判断する地方単
独事業

32,101 31,266

①市民文化ホールにおける光熱費について、燃料費高騰の影響に伴う
増額に対応するもの。
②光熱費増加分
③R6見込額-補助対象外経費-R4当初予算
(R6見込額（68,876千円）-補助対象外経費（一般財源：835千円）-R4当
初予算（36,775千円）＝31,266千円
④市民文化ホール

R6.4 R7.3

24 単
谷山サザンホール管理運
営等

⑨推奨事業メニュー
例よりも更に効果があ
ると判断する地方単
独事業

8,740 8,693

①谷山サザンホールにおける光熱費について、燃料費高騰の影響に伴
う増額に対応するもの。
②光熱費増加分
③R6見込額-補助対象外経費-R4当初予算
R6見込額（19,532千円）-補助対象外経費（一般財源：47千円）-R4当初
予算（10,792千円）＝8,693千円
④谷山サザンホール

R6.4 R7.3

25 単
美術館管理費（光熱費高
騰分）

⑨推奨事業メニュー
例よりも更に効果があ
ると判断する地方単
独事業

8,215 8,215

①物価高騰の影響を受けている、直接住民の利用に供する公の施設で
ある市立美術館の光熱費（高騰分）の支援を行うことにより、施設が住
民に提供するサービス等を維持するもの。
②需用費（光熱費高騰分）
③Ｒ６見込－Ｒ４当初予算
24,333千円－16,118千円＝8,215千円
④鹿児島市立美術館

R6.4 R7.3

26 単
鹿児島市立図書館・科学
館施設管理事業（電気料
金高騰分）

⑨推奨事業メニュー
例よりも更に効果があ
ると判断する地方単
独事業

8,420 8,420

①光熱費高騰等の影響を受ける市立図書館・科学館運営のため、電気
料金高騰分に充当
②市立図書館・科学館における電気料金高騰分（R4当初予算額からの
高騰分）
③市立図書館・科学館の電気代高騰額見込を計上
     R6見込34,943千円-R4当初予算額26,523千円=8,420千円
④鹿児島市立図書館・科学館

R6.4 R7.3

27 単
鹿児島市立図書館・科学
館施設管理事業（ガス料
金高騰分）

⑨推奨事業メニュー
例よりも更に効果があ
ると判断する地方単
独事業

1,927 1,927

①光熱費高騰等の影響を受ける市立図書館・科学館運営のため、ガス
料金高騰分に充当
②市立図書館・科学館におけるガス料金高騰分（R4当初予算額からの
高騰分）
③市立図書館・科学館のガス代高騰額見込を計上
     R6見込4,024千円-R4当初予算額2,097千円=1,927千円
④鹿児島市立図書館・科学館

R6.4 R7.3

28 単
中心市街地にぎわい創出
支援事業

⑦中小企業等に対す
るエネルギー価格高
騰対策支援

13,000 13,000

①物価高騰等の影響を受ける中心市街地の面的な活性化を図るため、
商店街等が実施するにぎわいの創出につながるイベント等に対し助成
する。
②イベント等の実施に係る経費
③13,000千円
　・構成団体3～5：3件（上限1,000千円）
　・構成団体6以上：5件（上限2,000千円）
④市内の商店街・通り会、産業振興や街づくりなどの目的を持って、自
主的に活動している任意の団体等

R6.4 R7.3

29 単
小規模事業者ＩＣＴ導入促
進支援事業

⑦中小企業等に対す
るエネルギー価格高
騰対策支援

5,400 5,400

①物価高騰等の影響を受ける小規模事業者のICTを活用した生産性向
上の取組の取組を促進するため、専門家の派遣やICTツール導入に対
し助成する。
②③5,400千円
　・専門家謝金　900千円（15件、上限60千円）
　・補助金　4,500千円（15件、上限300千円）
④市内に主たる事業所を有する小規模事業者

R6.4 R7.3
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30 単 ＤＭＯ推進事業
⑧地域公共交通・物
流や地域観光業等に
対する支援

36,721 36,721

①観光で地域が稼いでいける仕組みづくり等を進めるため、地域マーケ
ティングによるリピーターの確保・観光消費額の拡大やWebでの効果的
なプロモーション、マーケティングに係る組織体制の強化等に取り組む
鹿児島観光コンベンション協会に対して助成することで、燃料費・物価高
騰の影響を受ける本市観光関係事業者の支援に繋げる。
②体制強化に係る経費
③補助金：36,721千円
　【内訳】
　　ⅰ）DMOを中心として観光地域づくりを行うことについて
         の多様な関係者の合意形成：750千円
　　ⅱ）データの継続的な収集、戦略の策定、KPIの設定・
　　　　PDCAサイクルの確立：6,958千円
　　ⅲ）関係者が実施する観光関連事業と戦略の整合性に
　　　　関する調整・仕組み作り、プロモーション：7,530千円
　　ⅳ）ＤＭＯの組織運営：21,483千円
④鹿児島観光コンベンション協会

R6.4 R7.3

31 単
観光ＣＲＭアプリ推進事
業

⑧地域公共交通・物
流や地域観光業等に
対する支援

14,739 14,739

①観光ＣＲＭアプリを活用した地域マーケティングにより、リピーターの
確保や観光消費額の拡大に取り組む鹿児島観光コンベンション協会に
対して助成することで、燃料費・物価高騰の影響を受ける本市観光関係
事業者の支援に繋げる。
②観光ＣＲＭアプリの活用推進に係る経費
③補助金：14,739千円
　【内訳】
　　ⅰ）アプリ保守等維持管理経費等：9,031千円
　　ⅱ新規アプリ会員獲得キャンペーン等
　　　　各種キャンペーン経費・プロモーション費用：2,684千円
　　ⅲ）加盟店舗へのスタートアップサポート経費：2,904千円
　　Ⅳ）分析ツール使用経費：120千円
④鹿児島観光コンベンション協会

R6.4 R7.3

32 単 修学旅行誘致事業
⑧地域公共交通・物
流や地域観光業等に
対する支援

1,500 1,500

①燃料費・物価高騰の影響を受ける本市観光関係事業者を支援するた
め、新規の修学旅行誘致を実現した旅行会社に対し、補助金を交付し、
本市の観光客数の早期回復を図るとともに、修学旅行の誘致拡大を図
る。
②修学旅行誘致補助金
③1泊の場合：25件×8/10×100人×500円=1,000千円…(ｱ)
　2泊以上の場合： 25件×2/10×100人×1,000円=500千円…(ｲ)
　(ｱ)＋(ｲ)=1,500千円
④本市の宿泊施設に宿泊した児童・生徒及び教員の人数に応じた補助
金を旅行業法第3条の規定により登録を受けた旅行業者及び旅行業者
代理業者に対して交付する。

R6.4 R7.3

33 単
インバウンド向けフードダ
イバーシティ（食の多様
性）推進事業

⑧地域公共交通・物
流や地域観光業等に
対する支援

3,000 3,000

①燃料費・物価高騰の影響を受ける本市観光関係事業者への支援策と
して、観光消費額が高く、食の多様性に富んだ外国人観光客をターゲッ
トに、本市への強力な誘客を図るため、ムスリムやヴィーガン、ベジタリ
アン等への対応メニューの開発などフードダイバーシティ（食の多様性）
に取り組む民間事業者等を支援する。
②推進に係る経費
③委託料：3,000千円
④委託事業者

R6.4 R7.3

34 単
ユニバーサルツーリズム
推進事業

⑧地域公共交通・物
流や地域観光業等に
対する支援

3,000 3,000

①燃料費・物価高騰の影響を受ける本市観光関係事業者を支援するた
め、委託業者に対し補助金を交付し、事業者への研修や観光施設等の
情報発信など、受入体制の整備や誘客促進を図る。
②研修に係る経費、調査に係る経費
③委託料：3,000千円
④委託：委託事業者

R6.4 R7.3

35 単
稼ぐインタープリター創出
事業

⑧地域公共交通・物
流や地域観光業等に
対する支援

3,000 3,000

①少人数旅行やアドベンチャーツーリズムなど新型コロナウイルス感染
症の影響による新たな観光ニーズの高まりへの対応を図り、本市への
誘客や観光消費額の拡大を図るため、高付加価値なガイド付きツアー
を企画・実施する、稼ぐインタープリター（自然、文化など本市の深い魅
力を分かりやすく伝えるガイド）の創出を支援することで、燃料費・物価
高騰の影響を受ける本市観光関係事業者の支援に繋げる。
②研修に係る経費
③委託料：3,000千円
④委託事業者

R6.4 R7.3
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36 単
インバウンド向けコンテン
ツ魅力・販売力強化事業

⑧地域公共交通・物
流や地域観光業等に
対する支援

2,906 2,906

①体験型観光メニューの魅力向上や販売力強化の支援等に取り組む鹿
児島観光コンベンション協会に対して助成することで、燃料費・物価高騰
の影響を受ける本市観光関係事業者の支援に繋げる。
②体験事業者支援等に係る経費
③補助金：2,906千円
　・事業者向けセミナー、受入対応強化支援　2,302千円（対象：
　　20事業者）
　・コンテンツのＯＴＡ掲載支援等　604千円（対象：10メニュー）
④鹿児島観光コンベンション協会

R6.4 R7.3

37 単
ＥＣサイト導入等支援事
業

⑦中小企業等に対す
るエネルギー価格高
騰対策支援

7,870 7,870

①物価高騰による地域経済への影響を踏まえ、市内の中小企業者等の
商品販売やサービス、店舗のＰＲを図るため、ＥＣ（電子商取引）サイト
の立ち上げ等に対し助成を行う。
②③7,870千円
　・委託料 370千円(セミナー123,200円×3回)
　・補助金 7,500千円（30件、上限25万円）
④市内中小企業者やそのグループ、組合等

R6.4 R7.3

38 単
鹿児島市商工業振興プラ
ン推進事業

⑦中小企業等に対す
るエネルギー価格高
騰対策支援

2,198 2,198

①物価高騰が続く中で、本市が力強い経済復興を実現するため、「熱度
マネジメント会議」の運営を行い、第２期鹿児島市商工業振興プランの
着実で効果的な推進を図る。
②「鹿児島市中小企業振興推進会議」、「熱度マネジメント会議」運営経
費
③2,198千円
　　・報酬　　　　  132千円
　　・委託料　　2,066千円
④経営者、経済団体の実務者、委託事業者（会議運営事業者）

R6.4 R7.3

39 単
大学連携による繁盛店づ
くりコンサルティング事業

⑦中小企業等に対す
るエネルギー価格高
騰対策支援

869 869

①物価高騰等の影響を受ける小売・卸売・飲食サービス業を営む中小
企業者に対し、マーケティングを学ぶ学生と店主の協働による店舗の魅
力向上に取り組むことで、若者の視点を取り入れた魅力ある繁盛店づく
りと、若者の育成・地元定着を図る。
②③869千円
　・大学へのコンサルティング業務委託料：660千円
　　（鹿児島大435千円、鹿児島国際大225千円）
　・事業成果パンフレット作成経費：209千円（1,000部）
④市内で小売・卸売・飲食サービス業を営む中小企業の経営者・店舗責
任者等

R6.4 R7.3

40 単
伝統的工芸品産業の活
路開拓支援事業

⑧地域公共交通・物
流や地域観光業等に
対する支援

550 550

①物価高騰による地域経済への影響を踏まえ、県内外の観光客が多く
集まり、伝統的工芸品のゆかりのある仙巌園等でイベントを実施するこ
とにより、伝統的工芸品産業の振興と販路拡大を図る。
②イベントに係る経費
③550千円
　委託料　300千円
　補助金　250千円
④伝統的工芸品製造業者、各産地組合

R6.10 R7.3

41 単 地域商社支援事業
⑦中小企業等に対す
るエネルギー価格高
騰対策支援

3,000 3,000

①物価高騰が続く中で、本市事業者の商品等を取り扱う地域商社の海
外への販路拡大に要する経費の一部を助成することにより、海外への
販路開拓を促進し、もって本市の貿易振興及び経済の活性化を図る。
②地域商社が行う海外展開に要する経費
③補助金　　上限100万円（補助対象経費の1/2以内）×3社＝
　　　　　　　　300万円
④市内の本店を有する地域商社

R6.4 R7.3

42 単
よかもんどんどんマッチン
グ事業

⑦中小企業等に対す
るエネルギー価格高
騰対策支援

2,000 2,000

①物価高騰による地域経済への影響を踏まえ、市内中小企業者（製造
業者）の販路拡大支援を行うため、本市内で食料品製造業ビジネスマッ
チング商談会を開催する。
②商談会開催に係る経費
③委託料2,000千円
④市内中小企業者（製造業者）

R6.7 R7.3
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43 単
プレミアム商品券等発行
支援事業

③消費下支え等を通
じた生活者支援

408,000 408,000

①物価高騰の影響を受ける、小売・サービス業等の事業者への支援や
商店街の活性化、地域における消費の喚起・下支えを行うため、プレミ
アム付商品券の発行等を行う商店街等に対し助成を行う。
②商店街等が実施するプレミアム付商品券の発行に係る経費（プレミア
ム負担分（上限20%）、事務経費）
③補助金　408,000千円（1団体あたり限度額：1,700万円）
　　プレミアム負担額：358,000千円
　　　　　　　　46,000千円×4団体、29,000千円×4団体、
　　　　　　　　14,500千円×4団体
　　事務経費（印刷費、広報費、換金手数料、委託料等）：
　　　　　　　　50,000千円
　　　　　　　　5,000千円×8団体、2,500千円×4団体
※複数の商店街、通り会等で構成する組織で、構成する団体数が2～4
の組織は2倍、5以上は3倍を補助限度額とする。
※事務経費は、販売額72,500千円超は5,000千円、72,500千円以下は
2,500千円を限度とする。
④（助成対象）商店街振興組合等の法人組織、法人組織でない任意の
商店街・通り会、産業振興や街づくりなどの目的を持って、自主的に活
動している任意の団体等
　（支援対象）住民、市内店舗

R7.2
R7.4
以降

44 単
介護サービス事業所等物
価高騰対策支援事業

⑤医療・介護・保育施
設、学校施設、公衆浴
場等に対する物価高
騰対策支援

46,731 39,721

①国が定める公定価格等により運営を行っている介護サービス事業所
等について、物価高騰の影響による負担を軽減し、安定的なサービス提
供の継続を図るため、ＬＰガス使用に係る経費及び食材費の価格高騰
分の一部について支援するもの。
②給付金及び給付金支給に係る経費
③（給付金）施設系：26,562千円（食材費）
　　　　　　　　　　　　　 5,599千円（ＬＰガス使用に係る経費）
　 　　　　 　  通所系：10,663千円（食材費）
　　　　　　　　　　　　　  3,234千円（ＬＰガス使用に係る経費）
　（需用費）　封筒印刷費　　　　 70千円
　（役務費）　郵送代　　　　　　　280千円
　（委託料）　振込事務委託　　 323千円
④介護サービス事業所等

R6.4
R7.4
以降

45 単
救護施設物価高騰対策
支援事業

⑤医療・介護・保育施
設、学校施設、公衆浴
場等に対する物価高
騰対策支援

257 218

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けている救護施設
が、安定的なサービス提供を継続できるよう、食材費及び光熱費（ＬＰガ
スのみ）の価格高騰分の一部について支援する。
②補助金（食材費及びＬＰガス代）
③食材費：単価４千円×50人（定員）、ＬＰガス：単価57千円×1施設
④社会福祉法人常磐会（救護施設名：ときわの丘）

R7.3
R7.4
以降

46 単
障害福祉サービス事業所
等物価高騰対策支援事
業

⑤医療・介護・保育施
設、学校施設、公衆浴
場等に対する物価高
騰対策支援

37,690 32,036

①物価高騰の影響を受ける障害福祉サービス事業所等の負担軽減を
図るため、食材費及び光熱費（ＬＰガス）の価格高騰分の一部について
支援する。
②物価高騰対策給付金（食材費及びＬＰガス使用に係る経費の価格高
騰分の一部を支援）
③物価高騰対策給付金：36,738千円
　　・支給対象事業所：1103事業所（見込）
　　・給付金の単価は、サービスの種類・規模によって異なる
　委託料（物価高騰対策給付金支払業務委託）：398千円
　役務費（通知用の切手代）：444千円
　需用費（通知用の窓あき封筒）：110千円
④障害福祉サービス事業所等

R6.4
R7.4
以降

47 単
保育所等物価高騰対策
支援事業

⑤医療・介護・保育施
設、学校施設、公衆浴
場等に対する物価高
騰対策支援

632 537

①保育所等の光熱費（ＬＰガスのみ）の価格高騰分の一部を補助するこ
とで、事業所の負担軽減を図る。
②光熱費（ＬＰガスのみ）の物価高騰分（R6年8月～10月、R7年1月～3
月分）
③補助金632千円
定員区分に応じて（Ⅰ：1～50人　Ⅱ：51～150人　Ⅲ：151～）
【認可】Ⅰ：3,000円 34施設　　Ⅱ：5,000円 59施設　Ⅲ：7,000円 9施設
【認可外】Ⅰ：4,000円 39施設　Ⅱ：8,000円 2施設
④私立保育所、小規模保育事業所、幼保連携型認定こども園、幼稚園
型認定こども園、幼稚園（施設型給付）、認可外保育施設（居宅訪問型
を除く）

R6.8
R7.4
以降

48 単
飼料価格高騰対策緊急
支援事業

⑥農林水産業におけ
る物価高騰対策支援

55,589 47,250

①配合飼料価格高騰の影響を受けている畜産農家に対し、飼料費の一
部を助成し畜産経営の維持を図る。
②配合飼料1t当たりの農家負担増加額
③(令和6年4～12月期の配合飼料価格の平均から令和4年4～6月期を
差し引いた額11.55千円）×(畜種ごとの1頭羽当たり飼料摂取量)×(頭
羽数)×3/10
④家畜を飼養する農業者の団体

R7.3
R7.4
以降
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49 単
有機質肥料利用促進事
業

⑥農林水産業におけ
る物価高騰対策支援

1,841 1,564

①堆肥等の有機質肥料の利用を促進し価格が高騰している化学肥料
の使用量の低減を進めることで、農業経営の安定を図る。
②有機質肥料の購入経費助成
③補助金1,841千円
  有機質肥料の想定購入経費6,139千円×補助率3/10
④農業者

R6.11
R7.4
以降

50 単
マグマの幸。鹿児島市宿
泊キャンペーン事業

⑧地域公共交通・物
流や地域観光業等に
対する支援

164,000 164,000

①物価高騰の影響を受ける観光関係事業者への事業継続の支援策と
して、観光需要が落ち込むオフシーズンにおける宿泊割引クーポンの発
行や、誘客プロモーションの展開など、本市独自の宿泊キャンペーンを
実施する。
②宿泊キャンペーンに係る経費
③委託料：164,000千円
　・宿泊割引　126,000千円
　・事業運営に係る事務費　38,000千円
　　（特設サイトの保守管理、コールセンター設置運営費
　　　業務従事者人件費、プロモーション経費等）
④全国の居住者、本市の観光関係事業者

R7.3
R7.4
以降

51 単
貸切バス事業維持支援
補助金

⑧地域公共交通・物
流や地域観光業等に
対する支援

11,300 9,605

①物価高騰の影響を受けて厳しい経営環境にある貸切バス事業者に対
し、補助金を交付し、貸切バスの運行維持を図る。
②貸切バス事業の維持に要する経費
③補助金：11,300千円（1台あたり5万円）
　　226台(13事業者)×50,000円/台＝11,300千円
④鹿児島市内に本店又は営業所を置く民間貸切バス事業者

R7.3
R7.4
以降

52 単
路線バス等運行維持支
援補助事業

⑧地域公共交通・物
流や地域観光業等に
対する支援

47,207 40,125

①物価高騰の影響を受ける公共交通機関である民間路線バス及びタク
シーの事業者に対し、路線バス等の運行維持を図るため、路線バス等
運行維持支援給付金を交付するもの。
②路線バス事業及びタクシー事業の維持に要する経費
③総事業費：47,207千円
　補助金　46,370千円
　　路線バス：50千円×418台＝20,900千円
　　タクシー：15千円×1,698台＝25,470千円
　報酬　 636千円　　 　事務補助員
　共済費　118千円　  　 事務補助員
　旅費　   32千円　　　 事務補助員
　需用費　3千円　　　 消耗品費、印刷製本費
　役務費  48千円　　 　郵送料
④本市に本店又は営業所を置く民間路線バス事業者及びタクシー事業
者

R7.2
R7.4
以降

53 単
運転者確保広報支援事
業

⑧地域公共交通・物
流や地域観光業等に
対する支援

8,000 6,800

①物価高騰の影響を受ける公共交通機関である民間路線バス及びタク
シーの運転者不足への対応を図るため、運転者確保に向けた広報を行
う経費について支援するもの。
②ア　運転者確保に繋がるPR動画の作成費用
　 イ　広告費用（広告配信料、運用管理費）
③ア　動画制作費用
　　　1,500,000円×2本（バス・タクシー）＝3,000,000円
　 イ　広告費用
　　　・広告配信料：200,000円×4媒体×2ヵ月×2本＝3,200,000円
　　　・運用管理費：80,000円×4媒体×2本＝640,000円
　　　・印刷製本費：300,000円
　　　・消費税・予備費：860,000円
④鹿児島市公共交通ビジョン協議会

R7.2
R7.4
以降

54 単
バス・タクシー運転者就職
支援補助金

⑧地域公共交通・物
流や地域観光業等に
対する支援

22,500 19,125

①物価高騰の影響を受ける公共交通機関である民間路線バス及びタク
シーの運転者不足への対応を図るため、新たに市内のバス・タクシー事
業に従事した運転者に対し、奨励金を給付するとともに、事業者に対し、
二種免許取得経費の一部について支援するもの。
②ア　就職奨励金
　　　　バス運転手：　　　30万円
　　　　タクシー運転手：　15万円
　イ　二種免許取得補助
　　　　大型二種　上限　　10万円（国、県等の他の補助分を除く）
　　　　普通二種　上限　　　5万円（国、県等の他の補助分を除く）
③ア　就職奨励金
　　　　バス　　：300,000円×　10人＝ 3,000,000円
　　　　タクシー：150,000円×100人＝15,000,000円
　イ　二種免許取得補助
　　　　大型二種：100,000円×  5人＝  500,000円
　　　　普通二種：  50,000円×80人＝4,000,000円
④ア　本市域内を営業区域として運行している路線バス又はタクシーの
事業者に運転者として採用され、１年継続して雇用される見込みのある
者
　イ　本市に本店又は営業所を置く民間路線バス事業者及びタクシー事
業者

R7.2
R7.4
以降
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55 単
病院事業に対する繰出し
（医療機関物価高騰対策
支援事業）①

⑤医療・介護・保育施
設、学校施設、公衆浴
場等に対する物価高
騰対策支援

2,504 2,504

①光熱費の高騰等により、国が定める公定価格等により経営を行う病
院に大きな影響が生じていることから、特別高圧受電に係る経費の一部
を支援することで、安心・安全で質の高い医療の提供を図る。
②光熱費
③R6.1～R6.4　3,670,527kWh×0.6円＝2,202,316円
　 R6.5　1,005,973kWh×0.6円×1/2＝301,791円
④鹿児島市立病院

R6.4
R7.4
以降

56 単
病院事業に対する繰出し
（医療機関物価高騰対策
支援事業）②

⑤医療・介護・保育施
設、学校施設、公衆浴
場等に対する物価高
騰対策支援

1,836 1,836

①食事提供に必要な食材費の高騰等により、国が定める公定価格等に
より経営を行う病院に大きな影響が生じていることから、食事提供の材
料費に係る経費の一部を支援することで、安心・安全で質の高い医療の
提供を図る。
②給食調理業務委託費
③574床×3,200円＝1,836,800円
④鹿児島市立病院

R6.4
R7.4
以降

57 単
交通事業に対する繰出し
（地域公共交通燃料油価
格高騰対策事業）

⑧地域公共交通・物
流や地域観光業等に
対する支援

37,210 37,210

①原油価格・物価高騰等の影響を受けた本市交通事業者に対し、燃料
油価格高騰による負担軽減のため、同高騰分の一部について支援を行
うことにより、市民及び観光等利用者の移動手段の維持・確保を図る。
②鹿児島市交通事業特別会計に繰り出し、燃料油の価格高騰に係る経
費
③37,210千円（令和6年1月～令和7年3月分）
　（電車）
　・60千円×55両　≒　3,300千円（R6.1～3）
　・77千円×55両　≒　4,070千円（R6.4～7）
　・46千円×55両　≒　2,530千円（R6.8～12）
　・38千円×55両　≒　2,090千円（R7.1～3）
　（路線バス）
　・26千円×127両　≒　3,302千円（R6.1～3）
　・45千円×125両　≒　5,625千円（R6.4～7）
　・49千円×125両　≒　6,125千円（R6.8～12）
　・26千円×125両　≒　3,250千円（R7.1～3）
　・50千円×127両　≒　6,350千円（R6.4～R7.3）
　（貸切バス）
　・2千円×8両　≒　16千円（R6.1～3）
　・5千円×8両　≒　40千円（R6.4～7）
　・11千円×8両　≒　88千円（R6.8～12）
　・3千円×8両　≒　24千円（R7.1～3）
　・50千円×8両　≒　400千円（R6.4～R7.3）
④鹿児島市交通事業特別会計（鹿児島市交通局）

R6.4
R7.4
以降

58 単
船舶事業に対する繰出し
（地域公共交通燃料油価
格高騰対策事業等）

⑧地域公共交通・物
流や地域観光業等に
対する支援

78,700 78,700

①原油価格・物価高騰等の影響を受けた本市船舶事業者に対し、燃料
油価格高騰による負担軽減のため、同高騰分の一部について支援を行
うことにより、市民及び観光等利用者の移動手段の維持・確保を図る。
②鹿児島市船舶事業特別会計に繰り出し、燃料油の価格高騰に係る経
費
③78,700千円（令和6年1月～令和7年3月分）
　・県設定単価（5,346千円）×3月　≒　16,000千円（R6.1～3）
　・県設定単価（5,346千円）×4月　≒　21,300千円（R6.4～7）
　・県設定単価（5,488千円）×5月　≒　27,400千円（R6.8～12）
　・県設定単価（4,698千円）×3月　≒　14,000千円（R7.1～3）
④鹿児島市船舶事業特別会計（鹿児島市船舶局）

R6.4
R7.4
以降


